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III. 電波伝搬に関する実験

1. 降雨減衰特性及び交差偏波識別度特性
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The wave propagation characteristics above lOGHz are a任ectedby rainfall or other meteorological 

phenomena. For the establishment of high quality satellite broadcasting service operated with a 

band above 10 GHz, it is indispensable to have detailed knowledge of the meteorological effects on 

the radio wave propagation characteristics along the satellite-to-earth path in these frequency bands. 

Radio wave propagation experiments in the BSE program started at the Main Transmit and 

Receive Station (MTRS) at Kashima in May 1978, using beacon signal (11.7125 GHz, vertical 

polarization) from BSE. In this paper, various analysed results on the propagation data which 

were obtained for over 3 years since 1978 are presented. 

The statistics of rainfall rate and rain-induced attenuation of the beacon signal have been ob-

tained. Using these results, effective path length was derived to be about 5 km with elevation 

angle of 37 degrees. 

The relations between up-and down-link attenuations due to rain were also obtained. It was 

found that the attenuation ratio(dB/dB) at 14 and 12 GHz varies from 1.3 to 1.9 with each rainfall 

event. 

Rate of change of attenuation was also discussed and its cumulative distributions were obtained. 

It was found that large rates of change correspond to the large attenuations. The observed rate 

of change reached about 6 dB/sec at the maximum value during severe cumulus rainfall events. 

Attenuation of the beacon signal and increase in outband noise temperature measured with 

the same 13 m receiving antenna show close correlation in many rainfall events. The fact shows 

that the attenuation measurements by a simple radiometer can be a useful method to predict the 

attenuation along the slant path. 

Cross-polarization discrimination (XPD) measurements were carried out by using the beacon 

signal. It was observed that the degradation of XPD was worse than the predicted one based on 

the theoretical consideration using a deformed raindrop model. The analysis using rain radar 

echoes suggests that it is caused by the ice crystal or melting layer what is called bright band. 

本1鹿島支所第一宇宙通信研究室，＊2衛星通信部第一衛星研究室，叫稚内at波観測所，叫（元）秋田電波観測所，＊5山Jll電波観測
所，柑電波部電波予報研究室，キ7通信・放送衛星機構
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Otherexperimental earth stations (Wakkanai, Akita, Kokubunji, Yamagawa and Okinawa), 

which are located all over Japan, made starts of their propagation experiments in 1978 or 1979. 

At these experimental earth stations, the TV signal at 12 GHz transmitted from BSE was received 

by a Simple Receive Equipment. The receiving level of the signal was recorded on digital cassette 

magnetic tape together with meteorological data, such as rainfall rate and ground temperature. 

The recorded data of each experimental earth station were sent to the MTRS for statistical analysis 

of propagation data. 

In this paper, the statistics of rainfall rate and rain-induced attenuation of the TV signal at 

each experimental earth station are also shown. According to the results, local dependence of 

attenuation statistics over Japan at 12 GHz are clarified. Cumulative percentage relation between 

the annual and the worst month attenuation statistics are also derived. It is found that the 

percentage relation between the annual and the worst month statistics is almost independent of 

location. 

1. 概要

放送衛星に使用されている上り回線14GHz帯，下り

回線12GHz帯の電波は，降雨減衰の影響を受ける周波

数帯に属するので，衛星放送システムの確立のために

は，電波の高仰角伝搬特性を検討しておく乙とが必要で

ある．そこで， 1978年4月ICBSが打ち上げられて以

来，主固定局である電波研究所鹿島支所（以下鹿島局と

称する）をはじめとする各実験局において，衛星からの

12GHz帯電波を用いた準ミリ波宿高仰角電波伝搬実験

が実施された．実験に参加した局は，鹿島局のほか，電

波研究所地方観測所及び日本放送協会（NHK）の実験

局山で，日本全国十数か所に及んだ．鹿島局以外の各実

験局では，主として， BSからの12GHz帯テレビ信号

の受信実験が実施され，全国的規模での12GHz帯降雨

減衰iζ関する測定が実施された．鹿島局では， BSビー

コン信号（11.7GHz，垂直偏波）を用いた降雨減衰特

性，交差偏波特性等に関する詳細な測定が行われた．

BS電波伝搬実験の成果は，すでに BS実験総会報告

書m，テレビジョン学会誌11,31にまとめられているが，

ことでは，電波研究所における BS電波伝搬実験の成

果について，より詳細に報告する．また，同様の報告

は，電波研季報iζ中間報告として一部発表されている仙

が，本報告では中間報告で報告した内容も一部再掲し，

本テーマに関する BS実験総合報告とすることとした．

以下， BS電波伝搬実験の成果について 2.では，鹿

島局での成果， 3.では電波研究所の地方局（稚内局，

秋田局，山川局，沖縄局）での成果について述べる．

2. 鹿島局での電波伝搬実験

2. 1 鹿島局電波伝搬実験システム

鹿島局は， BS実験の中枢局であると同時に，準ミリ

波衛星通信システムの確立を目指した実験用中容量通信

衛星（CS）実験の中枢局でもある．したがって， BS電

波伝搬実験は， cs電波伝搬実験と並行して実施された．
そこで，電波伝搬実験システムは， cs・BS実験共通と
なっている．

第1図IC,CS・BS電波伝搬実験システムのプロック
ダイアグラムを示す．鹿島局での BS伝搬実験に使用さ

れる電波は BSビーコン波（11.7 GHz，垂直偏波）で

ある．乙のビーコン波は自動追尾機能をもっ13mカセ

グレンアンテナで受信される．ビーコン波の仰角及び方

位角は，それぞれ， 37°, 225°である．アンテナiとより

受信されたビーコン波は，低雑音周波数変換器において

直接周波数変換され，追尾受信装置内の PLL受信機i乙

入力される．鹿島局の送受信装置の詳細については文献

(4), (5）を参照されたい．

鹿島局には，降雨等の気象現象と電波伝銀特性との関

係を詳細に検討するために， Cバンド降雨レーダ｛町，雨

滴粒径分布測定装置（ディスドロメータ），雨量計ネッ

トワーク，その他気温，混度等の各種気象測器が整備さ

れている．

第l図鹿島局 CS・ BS 'i誼波伝搬実験システムのプロック図



Vol. 32 特3

900 
ン
ス
フー
ム

温度音雑 750 

(K) 

ピ

コ
ン

i受皮

fレ言

ピ

コ
ン

i土事E由t主二
40 

(DB) 

60 
120 

80 

度降強雨

40 

（醐／H)

－~ ,,oo 

時 刻（JST)

第2図 BS伝搬実験取得データ例
ーその1ー（1978年9月初日，降同D

BSビーコン波受信強度などの伝搬諸データは，デー

タ収集用計算機iとより， 1秒1サンプルで連続的IL収集

され，気象データとともにディジタル磁気テープに記録

される．ただし降雨減衰などの統計処理にあたっては，

平均化処理を施した1分値データを用いている．

BSビーコン波受信強度の取得時聞は， 1978年8月か

ら1981年12月までの3年5か月間で， 22633時間となり，

取得時間率は約76%である．データ取得のできなかった

主な理由は，受信系及び収集計算機の保守のほか， BS

の姿勢変動に伴うデータ欠測が挙げられる．すなわち，

BSの三軸姿勢制御においては， 1日のうち数時間は姿

勢変動が大きくなる．その聞はビーコン波受信レベルの

変動もあるため，取得データは伝搬データとして不適切

としTこ．

第2図に，鹿島局にて測定された1978年9月30日の強

雨時におけるシステム雑音温度，ビーコン波受信強度，

ビーコン波軸比，地上降雨強度を示す．図から， 9時乙
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第3図 BS伝殿実験取得データ例
ーその2ー (1979年1月13日，降雪）

ろにビーコン波の最大減衰量lldB，最大降雨強度103

mm/hが観測されていたことがわかる．

第3図i乙， 1979年1月13日の降雪時における測定例を

示す このときには偏波追尾を行っていなかったため，

偏波追尾誤差信号から，ビーコン波の偏波角変動が測定

されている．これらの結果は，降雨時と異ったふるまい

をしており，降雪時の電波伝搬特性を検討するうえで興

味深い．

以下， 2.2では降雨減衰特性， 2.3ではシステム雑音

温度と降雨減衰の関係， 2.4では交差偏波特性について

述べる．

2.2 降雨減衰特性

a.まえがき

こ乙では，準ミリ波衛星回線の回線設計iζ重要な，降

雨減衰特性について検討する．すなわち，ビーコン波の

降雨減衰累積分布を同測定期聞に地上雨量計で測定され

た降雨強度の累積分布とともに示すほか，降雨強度累積

分布から降雨減衰累積分布を推定する手法について検討

する．
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更に， BSからのテレメトリ情報を利用すると， 14

GHz上り回線の降雨減衰を測定するととができる．そ

こで，上下回線での降雨減衰測定結果を用いて，降雨減

衰の周波数依存性についても検討する．

将来の衛星通信・放送技術として，地球局送信電力制

御Iとより，上り回線降雨減衰を補償する方法が検討され

ている（7). 乙のような技術の確立にあたっては，降雨減

衰の変化率（単位時間あたりの変化蚤）特性を知ること

が重要である．そこで，ビーコン波の降雨減衰変化率の

統計処理結果についても報告する．

b.降雨強度及び降雨減衰の統計処理結果
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第5図 対数正規確率紙上IC:プロットした降雨強度，及びBS
ビーコン波降雨減衰累積分布
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降雨強度及び降雨減衰の累積分布を， 1979年1月か

ら1981年 12月までの3年聞について第4図に示す．乙

の図から，測定期間の0.1%の時間帯において， 15mm

/h以上の降雨強度が， 2dB以上の11.7GHz降雨減衰

が観測されたことがわかる．

晴天時の測定結果を除いた降雨強度，降雨減衰の累積

分布（条件付累積分布〉は対数正規分布で近似できるζ

とが報告されている（町．そこで，本伝搬実験の統計処理

結果を対数正規確率紙を用いて示すと第5図のようにな

る．本図は，文献（8）と同様に，全期間のうち，降雨のな

い90%の時閣を除いた残りの10%の時間（すなわち，

全降雨と無降雨の時閣の和が全期間の 10~ぢ）の分布（条

件付分布）を示している．図からわかるように，本実験

から得られた降雨強度，降雨減衰の条件付分布も，以下

の確率密度関数をもっ対数正規分布で近似できるととが

わかる．

［一(loga-m)2 l 
f（α）＝~expj "-• f・…・・（1)、12πsa l 2s2 J 

ことで， m,sは，はそれぞれ確率変数 αの対数の

平均値，及び標準偏差であり， K は定数 (loge宇0.43

43）である.(1）式中のパラ五ータ m,sを最小自乗法を

用いて算出すると第1表のようになる．乙れらのパラメ

ータは後に述べる降雨減衰累積分布の推定において有用

とすd:る．

第6図は， 11.7 GHz降雨減衰累積分布の月別変化を

3年間の測定結果を基にヒストグラムで示したものであ

る．乙の図から，大きな降雨減衰は，台風時期（9, 10 

月）に観測されていることがわかる．

11. 7GHz降雨減衰継続時間の累積分布を第7図に示

す．本図は3年間の測定結果を基iζ，各降雨減衰値を超

える総時聞を 100%とする条件付累積時間率を対数正規

確率紙に示したものである．図から，降雨減衰維続時間

の条件付分布は，ほぼ，対数正規分布で近似されること

がわかる．ただし，継続時闘が長くなると，分布が対

数正規分布からずれてくるが，乙れは， BSの姿勢変動

のためにビーコン波の欠測時間帯が1日の中で数回あ

り，長時間継続する降雨減衰が観測されにくくなるため

と思われる．同様にして，降雨強度継続時間の条件付

第1表降雨強度，降雨減表の累積分布パラメータ

附皮 II 叩 4 I o.臼

雨減衰 l一0拙 I o. 5 8 

測定期 lllJ

1979斗三ln 

1981年12月



41 特3Vol. 32 

-< 

Jan. 1979 - Dec. 1981 

－ 

¥"-.. '' ~~＇..＿＇：~·n •J ． ・． ．同・、－、・’ ・－・・『』.－－・ 一旬、．ー、、、． 
＼＼ ． 
＼＼ ． 

10 20 30 40 

R口in ra f巴（mm/H)

立~ 8 図等価通路長の降雨強度依存性

50 

f 『 7ト

E 
~ 
） 

6 
.r::: 
】

ロ1
c 
由

一5
.r::: 

“ 国
ロ．
4ト
<lJ 
〉

阿

仁J

さ3
w 0 

口Q5dB昌 1dB皿 2dB量 5dB

0.1 

0.01 

申

E
－

担

』

0

0
0
帽

炉
C
O
O
』
申
仏

U

由。
ト ー

c _ci 吉 C.: ＞.~＞－ a>Q. ←メ
戸 川口巳ロ＝ コ コ由 u 0 
ζζ 乏《芝弓 弓 《の O z 

tl16図 BSビーコン波降雨i威主主累積分布の月別変化
パラメータ a,bとしては，雨滴粒径分布を Marshall

and Palmer，雨温度として 0°cを仮定した Olsen1町

らの報告結果を 11.7GHz k補間した値 （a=O. 020, b 

=1.14）を用いた．乙のようにして求めた等価通路長の

降雨強度依存性を第8図iζ示す図から，等価通路長

は，降雨強度が， 10～40mm/hの範囲では， 仰角37°

で約5kmであり，降雨強度が増すと短くなる傾向のあ

るととがわかる

c.降雨減衰累積分布の推定

準ミリ波絡む波を用いた衛星通信 ・放送回線の設計に

あたっては，降雨減衰累積分布を推定する必要がある

降雨減衰累積分布の推定手法は絞っか報告されている

が，こζでは，森田により報告された降雨強度累積分布

を求める場合のパラメ ータである．
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5 

法）の有効性を，BS伝機実験で得られた結果を用いて

検討する YilC，最悪月の降雨減衰累積分布の推定法に

ついても検討する．

森田法は，降雨強度分布を対数正規分布で近似し，そ

のパラメー夕 刊Lr, Sr （式（1）参照）と平均雨域高さ h,

衛星仰角 e，降雨強度空間相関係数 pなどの諸パラ

メータから，対数正規分布で近似した降雨減衰分布の

パラメータ ／｝／α，Saを求めるものである第9図iζ

1979年HJから 1981年 12月の3年間の降雨強度累積

分布から推定した降雨減表累積分布を破線で， 同期聞に

測定された降雨減衰累積分布を実線で示す．推定にあた

っては，それぞれ 叫， s，を表1IC示す値， hを降雨レ

ーダによる測定から 4km, eを BS方向仰角37。， P

を森聞による式 eαld(a=O. 35, dは雨域長（km))

一一一一L_
200 400 

(min) 
2 4 10 20 40 

Duration of attenuation 

1 
100 

BS ビーコン波降雨減哀継続時miの条例 f'.I·；引-.'l~｝·(J,
（対数正規臨本紙上lζプロッ lしたもの〉

;.r; 7 I立l

分布も対数正規分布で近似できることが縫められ

た山

第4図IC示す降雨強度，降雨減衰の累積分布から，そ

れぞれの等確率値を求めるζとKより，以下の式で定義

される等価通路長1が求められる

I - .flv 
aR1/' 

乙乙で，A.p 累積確率ρ%での降雨滅表（dB)

Rv 累積確率ρ96での降雨強度（mm/h〕

a, b 降雨強度から lkmあたりの降雨減衰量

・(2) (km) 
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仰角480）の降雨減衰累積分布から，一様降雨モデル

（降雨強度がある高さまで，位置によらず一様な降雨モ

デル）を仮定して， 11.7GHz降雨減衰累積分布を推定

してみる. BS回線のパラメータには添字1, cs回線
のパラメータには添字2をつける乙ととし， Aを降雨

減衰（dB),fを周波数（GHz),eを仰角， hを雨域

高さ（km）とすると以下のスケーリング式が成り立つ．

A,=A2Cb1/bρ （a1h1 cosec e1) 
' (a2h2 cosec e2)b1/b2 

乙乙で， a,bは（2）式と同様に降雨減衰と降雨強度を

・・・（3)

とした．また降雨減衰パラメータ a,bは（2）式と同様に

a =0. 020, b =1.14とした．図からわかるように，推

定結果と実測結果との一致はよく，森田法の有効性が確

認された．

周波数及び仰角スケーリング法による推定法は，ある

周波数，仰角での降雨減衰測定結果を，降雨減衰の周波

数依存性，仰角依存性を利用して，求めたい周波数，仰

角での降雨減衰に換算する方法である．ととでは，鹿島

局で同時期（1979年1月～1981年12月） Iζ降雨減衰測

定が実施された csビーコン波（19.5GHz，円偏波，
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第12図

Attenuation (dB) 

スケーリング法による 11.7 GHz, 19. 5 GHz降雨減
衰累積分布の推定
（実線：実測累積分布 破線：推定累積分布）

第10図
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降雨イベントごとの上り (14.4GHz），下り（11.7 GHz）回線減衰の相関例

最大の累積時間率を持つ月の結果を，その降雨減衰での

累積時間率とするような累積分布（包絡線分布）を意味

する．図から. 2dB以上の降雨減衰は年間分布で時間

率0.1%であるのに対し， 3年間最悪月では0.6%, 1 

年間最悪月の3年平均では0.45ぢに時間率が増えること

がわかる．第12図iζは，最悪月累積時間率と年間累積

時間率の関係を示す． 本図には，森田(10）により報告さ

れた降雨強度累積分布の最悪月累積時間率と年間累積時

間率の関係を示す実験式（（4）式）が破線で示されている．

P(R）高官／IOY=2.83〔P(R)10Y〕0・8 ・…・（4)

ここで， P(R)10Yは10年間の降雨強度累積確率

(%), P(R)W及JlOYは最悪月降雨強度累積確率の10

年平均（%）である．第12図から， 11.7 GHz降雨減衰

累積分布の年間時間率と最悪月時間率の関係も，（4）式の

ようなべき乗の関係で近似できる乙とがわかる．また，

第13図

結びつけるパラメータで， csビーコン波の場合，
Ols印刷らの報告を用いて， a2=0.067, b2=1.10とし

た．雨域高さは，等価通路長が仰角37°で約5kmであ

る乙とから， 3km としたが，ん＝h2 でしかも， b， ~b2

であるため，推定結果にはほとんど影響しない．

第10図に， スケーリング法による降雨減衰累積分布

の推定結果を破線で，実測結果を実線で示す．との図か

ら，推定結果と測定結果とが良く合う乙とがわかり，降

雨減衰累積分布推定法におけるスケーリング法の有効性

が確められた．

第11図には， 1979年1月から 1981年12月までの3

年間の測定に基づく， 11.7 GHz年間降雨減衰累積分

布，年間での最悪月累積分布， 1年ごとの最悪月累積分

布の3年平均の分布を示す．乙乙で最悪月分布とは， 1

月から12月の各月の累積分布につき，各降雨減衰に対し
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雨域長Skmの一様降雨においてJoss-drizzle(J-D) u21, 

Joss-thunderstorm (J-T) n2>, Marshall and Palmer 

(MP）聞の雨滴粒径分布を仮定した Olsen<9＞らの降雨

減衰定数計算結果（球形雨滴で雨滴温度0°C）から内掃

により求めた計算債である．同じ降雨内では減衰比は比

絞的安定であったが，降雨ごとにはかなりばらつき，

1. 3～1. 9倍の範囲に分布した．
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図から森田の実験式は，年間累積時間率が0.1%以上で

は， 1年間最悪月の3年平均の結果と一致するが，年間

累積時間率が0.1%以下では，実測結果より最悪月累積

時間率が大きくなる乙とがわかる．実測結果から，年間

時間率と3年平均最悪月時間率との関係を最小自乗法を

用いて求めると（5）式のようになる．

P(A)WMJ3Y=2. 79〔P(A)aY〕0・88 ..・ H ・（5)

また，鹿島局，稚内局， 山川局でのcs・BS伝鍛実験
結果の検討から，上記の関係は，ほぼ地域，周波数によ

らず，同様であるととが確められた山） (3.参照），

d.上り回線，下り回線降雨減衰比

衛星放送回線の設計にあたっては，下り回線だけでな

く，上り回線の降雨減衰特性も把握する必要がある．ま

た，上下回線の降雨減衰を調べるととは降雨減表の周波

数スケーリング手法（c.参照）を確立するうえでも重

要である．

BS実験では全国各地における下り回線伝搬実験及び

鹿島局における 14GHz帯降雨散乱実験のため，テレビ

電波がほぼ連続的に送信された．したがって，鹿島局で

は，衛星での上り回線信号受信レベルをテレメトリ情報

から得ることができるため，下り回線と同時に上り回線

降雨減衰測定を行うととができた． 乙とでは， 1979年

8月から 1981年7月までの2年間における強度14イベ

ントについて上下回線降雨減衰比（14.4/11. 7 GHz）に

ついて述べる．

第13図lζ幾つかの降雨例における上下回線降雨減

衰の相関を示す．図中実線で示したのは一定の減衰比

(1. 9及び1.3）を仮定した結果である．また，破線は，
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第

全測定期聞についての上下回線降雨減衰の相関，並び

iζ減衰比の下り回線減衰依存性を第14,15図iζ示す．

図中の実線，破線の意味は第13図と同様である． 乙れ

らの図から，降雨減衰が増加するにつれて，減衰比も

1. 5～1. 7程度へと増加するととがわかる． 乙の乙とは，

第16図に示す降雨減衰累積分布をみると明らかである．

この図には，上下回線減衰累積分布の実測結果，並びに

一定の減衰比を用いて下り回線の分布から上り回線の分

布を推定した結果が示されている．減衰が小さい範囲で

は減衰比を1.5とした方が実測値と推定値がよく一致し

ているが，減衰が大きくなると減衰比として1.7を用い

た方が良い一致を示している．標準的な雨滴粒径分布と

してよく用いられる MP分布を仮定すると減衰比は

1.5程度となるので，大きな減衰の範囲に MP分布を

仮定して減衰の周波数依存性を検討するととは適切でな

いととになる．むしろ， J-D分布を仮定した方が適切

である．乙のように，減衰比が変化する原因としては，

雨滴粒径分布の変化が考えられる．そとで，鹿島局にお

いては，雨滴粒径分布測定装置（ディスドロメータ）の

データを利用した検討を行っている．

e.降雨減衰変化率川

準ミリ波， ミリ波帯電波を用いた衛星通信・放送シス

テムにおいて，降雨等の気象現象IC:伴う伝送品質の劣化

を回避するために，サイドダイパーシチ切替え，送信電

力制御等の対策が検討されている．乙れらの技術を確立

するためには，降雨減衰の単位時間あたりの変化震を統

計的IC:把握する必要がある．

と乙では，降雨時の10秒あたり 11.7GHzの降雨減

衰変化量について処理を行った．統計処理の対象とし

た降雨は， 1979年1月から6月における 16例である．

第17図に降雨減衰とその変化率との関係を示す．本図

では，変化率の累積時間率をパラメータとしている．と

の結果，変化率はO～7dBの降雨減衰範囲において，降

雨減衰が大きいほど大きいととがわかる．

降雨減衰の1秒どとの測定結果から降雨減衰変化率の

最大値を調べてみると， 1979年9月4日には2dB/sec,

1979年7月27自には6dB/secの変化率が観測されて

いる．乙のような大きい変化率は，降雨減衰量が5dB

以上の大きな降雨減衰を伴う対流性降雨の場合に多く観

測された．

f.まとめ

以上の降雨減衰特性の鹿島局での測定結果を要約する

と以下のとおりである．

Ii l 3年間の BSビーコン波降雨減衰測定結果から，

12GHz帯電波の降雨減衰は時間率0.1%で 2dB

以上0.01%で6dB以上となる ζとがわかった．

(ii) 降雨強度，降雨減衰の条件付累積分布は対数正規

分布で近似できる．また，それぞれの継続時間の条

件付累積分布も対数正規分布で近似できる．

剛等価通路長は，降雨強度が10～40mm/h程度で

は，仰角37° で約5kmとなり，降雨強度が増加す

るほど減少する傾向がある．
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1同降雨減衰累積分布の推定について，森田法，スケ

ーリング法の有効性が確められた．

(v) 3年間の測定結果を用いて，降雨減衰の年間累積

時間率と最悪月累積時間率の関係を求めた．その結

果，それぞれの関係はべき乗関係で近似できるとと

が確められ，その近似式パラメータが求められた．

附 BS上下回線の降雨減衰特性を検討した結果，上

下回線降雨減衰比（14.4/11. 7 GHz）は，降雨どと

に異なり， 1.3～1. 9の範聞に分布する．また，降雨

減衰が小さい範囲では減衰比は1.5程度であるが，

降雨減衰が大きくなると，減衰比は1.7程度に増加

する傾向がある．

（叫降雨減衰の単位時間あたりの変化量は降雨減衰が

大きいほど大きくなる傾向があり，最大 6dB/se巴

の変化率が観測された．

2.3 アンテナ雑音温度増加と降雨減衰の関係

a.まえがき

鹿島局における伝搬実験では， 11.7 GHzビーコン波

の降雨減衰を測定すると同時に， BS方向のアンテナ雑

音温度の測定を11.96GHzにて行ってきた．両者の関

係、を幾つかの降雨について調査した結果，良い相関があ

るととがわかった．しかし，準ミリ波帯では，降雨減衰

が，アンテナ雑音増加と相関の良い媒質の吸収減衰だけ

でなく，降雨の散乱減衰も含まれてくるため，同じアン

テナ雑音温度増加量が観測されても，降雨によって散乱

減衰の寄与が異なると降雨減衰量も変化する可能性があ

る．以下では， 11.7 GHz降雨減衰と 11.96GHz におけ

るアンテナ雑音温度増加量とを統計処理するととによ

り，相Eの関係を定量的に検討する．

一般的iζ晴天時からのアンテナ雑音増加量 Te(K）は

降雨減衰 A(dB）を用いて以下の式で表現される．

Te={ii(l-fir)Tm, /3γ＝lQ-A/10 ..・ H ・（6)

乙乙でんは，アンテナフィード部の透過率，かは

降雨の透過率， T間は実効媒質温度である.T.明に関

し， 降雨が地上と気温0°Cの高度との聞に存在すると

とから，地上温度と 273Kとの平均値を Tmとする方

法も提案されているが，実際には，前述の散乱による減

衰，大地やアンテナビーム周囲からの熱放射，降雨の不

均一性の影響があり，必ずしも最適とはいえない．準ミ

リ， ミリ波帯においては， 測定結果と合う Tmを定量

的に検討する必要がある． 金原(14）は上記の散乱等の影

響を考慮して11.SGHzにおけるれと A との関係を

計算し，サントラッカ及びラジオメータにより測定した

Te, A と比較を行っているが，実測値と計算値は比較

的良く一致している．また Mawirau町は金原と同様の

降雨モデルを用い，やはり 11.SGHzでの Tmの計算

電波研究所季報

を行っている．乙れらの計算結果をみると， Tmの値は

条件により異なるが，おおむね地上気温と 0°C(273K) 

との平均値より lOK程度低くなっている．乙ζでは，

乙れらの報告をふまえて， BS伝搬実験での測定結果を

碁IC,Tm Iζ関する検討を行う．

b.測定システムとデータ処理

アンテナ雑音温度は，受信系雑音温度も含めたシステ

ム雑音温度として，鹿島局テレビ受信系i乙付設された雑

音付加型ラジオメータにより測定される．本ラジオメー

タの測定原理及び較正については文献（4）を参照された

b、．
取得データの処理は1979年8月から 1981年7月まで

の2年間における 17降雨である．降雨の選択基準は，

( i）降雨減衰が大きい乙と，（ii)BS姿勢変動によるビーコ

ン波受信レベル変動が小さいとと，剛ビーコン波受信強

度の晴天時レベルを受信強度から推定しやすいような降

雨減衰継続時聞が比較的短い降雨とした．雑音温度，ビ

ーコン波受信強度とも， 1秒値を平均処理した1分どと

のデータをデータ処理に用いた．

とζでは，（6）式の (3,T叩を改めて Tm＇とし， Tm'
を測定から求めた．すなわち Tm＇はアンテナフィード
部損失の影響を受けた Tmである． また雑音温度増加

量れは地上気温 Tuk依存すると考えられるため，

T0=2部Kの値に規格化するととにより，測定時の地上

温度の違いによる Tm＇のばらつきを軽減させるととと
した．規格化にあたっては Teが地上温度と 273Kと

の平均値とほぼ比例すると仮定した．
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Aug. 1979-July 1981 
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相関を示す．第18図iζ比べて，

れいな直線関係が得られている．

決定すると 232Kとなった．

次tζ Teから推定した降雨減衰累積分布が実測値と最

もよく一致するよう Tm＇を決定した．第21図は種々
の Tm，を用いた推定累積分布を実測累積分布と比較し

たものである．実演~分布と推定分布の一致性の判断基準

としては，両分布の RMSdB偏差を用いた.Tイ IC対

する RMSdB偏差の変化を第21図の中に示すが， Tm'

=235Kで最小となっていることがわかる．

上述のように決定された Tm'(232～235K）は，本

測定システムにより 11.7 GHz降雨減衰を推定する場合

の最適値であるが， 一般に議論される Tmを求めるに

は，本ジステムのフィード部損失 0.65 dB (,81 =0. 86) 

と，ビーコン波周波数と雑音を測定している周波数との

差による影響を補正する必要がある．（周波数差の影響

は約 3K,T，イを過大評価させている。）乙れらの補正を

行うと T叫は 266～270K となるが， との値は金原，

Mawira による計算，実測結果とおおむね一致してい

る．

ぱらつきは大きいがき

乙の相関から Tm＇を

Data Number =1411 
nl 
-OJ 10 5 3 2 1 

ATTENUATION (dB) 

0.2 0.4 0.6 0.8 

TRANSMISSIVITY 

全降雨イベントについてのビーコン波降雨減衰 (11.7 
GHz）とアンテナ雑音温度増加（12.0 GHz）の相関

1 。
第20図

c.処理結果

1979年9月30日の降雨における TeとA との相関

を第18図IC示す． このイベントでは衛星姿勢変動によ

るビーコン波のレベル変動が小さく，相関は非常に良好

である．横軸は透過率（,Br) リニアであるため直線的な

相関関係が得られている．乙の関係、を最小自乗法で近似

し，その傾きから Tm＇を求めた結果， Tm'=234Kと
決定された．他のイベントについてもビーコン波受信レ

ベル変動の影響に多少の差はあるが，ほぼこのイベン卜

と同様良い相関が得られた．乙うしてイベントどとに決

定された Tm＇の度数分布を第19図に示す．その平均
は234K，標準偏差は14Kであった．

第20図に全降雨イベントについてのおと A との
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d.まとめ

11. 7GHz降雨減衰とアンテナ雑音温度増加量との関

係、を調べた結果以下のことがわかった．

(i) 11. 7GHz降雨減衰とアンテナ雑音増加量との相

関は非常に良好であった．

l湖統計処理により求められた12GHz帯の実効媒質
温度 T情は 266～270Kとなり， 乙の結果はとれ

までに報告されている実測，計算結果とほぼ一致し

ている．

2.4 交差偏波特性

a.まえがき

通信需要の増加に対処するため，直交偏波を用いた周

波数再利用技術の重要性が高まっている．その場合，降

雨等による交差偏波識別度（XPD）の劣化特性を把握す

るととが必要である．降雨時の XPD劣化は，変形雨滴

モデルを用いて詳しい理論計算が行われH刷，地上回線

の場合には実測値とも比較的よく一致するととが確めら

れているが(17），衛星回線においては雨滴による劣化では

説明できない XPD劣化がしばしば観測され，上空の雨

滴以外の気象粒子（氷晶等）に起因するものと考えられ

ている (18). との劣化は降雨減衰とあまり相関がなく，

かつ急激に変動するものもあり，衛星回線における

XPD劣化の予測に際し大きな問題となっている．

BS主局では11.7GHz BSビーコン波を用い，衛星

回線における交差偏波特性の測定を行ってきた09>. BS 

ビーコン波は主局においでほぼ垂直偏波となっており

（設計値では鹿島にて垂直方向から時計回りに， 5～50

傾く直線偏波）， 乙れまで鹿島で測定されてきた ETS-

Il, csビーコン波による円偏波の交差偏波特性との比
較も興味の対象であったが，統計処理を行った結果，同

じ周波数帯である ETS-Il 11. 5G Hzビーコン波の場

合酬と比べて，交差偏波成分の発生がかなり小さいと

とがわかった．測定データの処理に当たっては，伝搬路

に沿ったレーダデータや降雨減衰と比較するととによ

り，雨漏あるいはそれ以外の降水粒子の影響について検

討したが，雨滴以外の降水粒子によると考えられる交差

偏波成分の発生がかなり観測されるととがわかった．

b.測定システム

鹿島局では，交差偏波成分の振幅，位相（いずれも主

偏波成分に対する相対値）を，受信電界の楕円偏波成分

（楕円偏波短軸方向成分， ρ）及び偏波角度の変化（.4

θ）を測定し，以下に述べる演算を行って求めている．

受信された交差偏波成分Xは，その主偏波に対する振

幅をハ主偏波との位相差を¢とし，晴天時及び降雨

時での値を， それぞれ添字f, rで区別すると（第22

図参照），次式で表される．

x 
f 

X = r exp（；とj与）
f f z 
＝土Jrf 

Pf ＝土 rf -

電波研究所季報

4@ 

¥/<--! 

x 
r 

Xr = rr exp( jψr) 

p”＝ b/a 
Pol. angle＝θr Pol. angle ＝ψf 

A＠＝ θr －θf 
晴天時（f)及び降雨時（r）の交差偏波成分第22図

X1=r1 exp (±jπ／2)1 

Xγ＝作exp(j＇ψ） J 
・・・（7)

r, 'Pとρ，dθ の関係は，晴天時では以下のようにな

る．

r1=Iρ11 1 
'f>j＝土π12~ 

dθ1=0 J 

・・・・・・（8)

乙乙で，主偏波成分の電界方向は晴天時の楕円偏波長

軸方向と定義する．また，降雨時には， f《1,!.4θl~l 

とすると（通常乙の条件は十分満たされている），

ργ＝rr sin伊γl
dθγ＝－YrCOS伊γ ｝ ・・・（9)

Yr= .jp芹""Je;• J 
という関係が成り立つので， ρ，dθ を測定する乙とに

より，交差偏波成分 Xrが求められる．

しかし， BS実験システムでは，衛星の姿勢変動等に

より， dふが晴天時においても， ±0.5° 程度の範囲で

変動している．通常の降雨によるdθ の変化量は理論的

に10以下と予想される乙とから（後述，図25参照），

(9）式の d仏を正確に測定する乙とは難しい．実際，幾

つかの強雨時測定結果より， dθγ が晴天時の dθ の

変動にほぼマスクされるととが確認されている．そと

で，本実験では，厳密な意味での交差偏波成分の測定を

断念し，楕円偏波の短軸方向成分を測定し，楕円偏波率

(-20log lρI)について検討するととにする．乙の短軸

方向成分ρには， BS及び鹿島局アンテナ固有の交差偏

波特性により発生した成分も含まれており，結果的に受
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信電波の楕円偏波率が晴天時でも30～35dBとなってい

る．そとで，降雨による短軸方向成分の発生を求めるた

めに，降雨時に測定された短軸方向成分から，晴天時の

短軸方向を差し引く処理を行う．乙のようにして求めら

れた降雨による楕円偏波率を XPDqと書き，以下の式

で定義する．

XPDq= -20 log ｜ρT土ρii ……側

XPDqは，降雨IC::より発生する交差偏波成分のうち，

主偏波成分と位相が直交する成分に対応し， XPDとの

差は， XPDqが 40,35, 30 dBのときに，それぞれ，

2. 5, 1, 0. 3 dB程度となる （LI仏を0.5。と仮定）．し

たがって， XPDqが小さいととろでは， XPDとXPDq

はほぼ等しく， XPDqを交差偏波識別度とみなしでも，

実用上は問題ない．

乙のようにして， XPD測定における地球局アンテ

ナの影響は除去できるが，直線偏波の場合，衛星アンテ

ナで発生する交差偏波成分があると誤差を生ずる川．し

かし， BSビーコン波の場合，乙の誤差は十分小さいと

考えられ叱以下ではその影響を無視している．

c.降雨タイプの分類

電波研究所では ETS-II伝搬実験以来，降雨レーダ

により測定された伝搬路上降雨強度分布から，降雨を対

流性，層状性，その他の降雨タイプに分類し，降雨減衰

や交差偏波特性の解析を進めてきた（20）.その分類法は，

0°C高度より下の降雨域からの反射と 0。C高度付近の

Event 1 (Cumulus) 
(A) 
Sept. 10, 1980 

1 1 
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氷晶が雨滴tζ融解する層（融解層， ブライトバンド）

からの反射の強さを比較するもので，雨域あるいは融解

層からの反射が相対的に強い降雨を，それぞれ対流性

(Cumulus），層状性（Stratus）と定めている． したが

って対流性降雨では雨滴が，層状降雨では氷晶や雪片等

の降水粒子が伝搬特性に強い影響を及ぼすものと推察さ

れる．今回もその分類法によって降雨を分類し，降雨の

性質と交差偏波特性の関係を検討した．

d.特徴的な測定例

1980年9月10日，鹿島において集中豪雨が観測され

た.5.3GHz降雨レーダにより測定された BS回線伝

搬路上の降雨強度分布を第23図ωに示す．乙の降雨例
(Event. 1）は融解層がほとんど認められない典型的な

対流性降雨である．そのときの伝扱特性を第24図仏)Iζ

示す．乙の図で楕円偏波短軸方向成分，偏波角度の変化

が前述のようにそれぞれ主偏波成分に対して直交位相，

同位相の交差偏波成分の発生に対応するととに注意され

たい．楕円偏波短軸方向成分は変化が大きく，かつ降雨

減衰量と良い相関があるのに対し，偏波角度の変化は降

雨時以外にも存在する土0.2～±0.5° の変動にマスクさ

れる程度である．周囲には，降雨による楕円偏波短軸方

向成分から求められた楕円偏波率 XPDqも示されてお

り，降雨減衰との相関も良いことがわかる．

降雨による交差偏波成分の発生は，雨滴傾斜角の平均

値（伝搬方向に垂直な平面内での電界方向と気象粒子主

Event 2 (Stratus) 
(B) 
Sept. 20, 1981 

7 

（ト

ω勺
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O
E一』・
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Height along the BSE path (km) 

第23図対流性（A）及び層状性（B）降雨時の BS伝搬路上降雨強度分布測定例
（図（A）中の破線は地上気温から推定した 0°C高度）
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軸方向のなす角，以下 θ。と表す．）及びその標準偏差

σに依存し， θ。が大きいほど（45° で最大の劣化），

σが小さいほど劣化が大きい． θ。＝3～70，σ＝20° とし

て，変形雨滴iとより生じる BSビーコン波のXPD精円

偏波率 （XPDq），偏波回転角を文献（16)Iと示された伝

搬定数を用いて計算した．その結果を第25図iζ示す．

θ。を3～70としたのは， 雨滴が平均的iとは垂直に落下

すると考えられることを考慮すると θ。はほぼ偏波角

（鹿島における設計値は 5. 4°）程度になると予想され

るからである． σ＝20° としたのは， θ。の予想値程度

(4～70）で対流性降雨時全体（後述）の測定値と一致

するよう σを決めた結果， σ＝20～30° となったためで

ある． σ＝30° の場合， θ。＝5～110で， σ＝20° の場合，

θ。＝3～70での特性とおおむね一致する．また第25図

に示すように偏波回転角は計算値でも最大10程度であ

り，測定でほとんど検出できない乙とも説明できる．

一方降雨減衰と楕円偏波率劣化の相関があまり良くな

い降雨もしばしば観測された．そのような例として1981

年9月20日（Event.2）の測定データを第24図（B）に示

す． またそのときの伝搬路上降雨強度分布を第23図（到

に示す．約4kmの高度に定常的IC認められる強いピー

クが融解層であり，との降雨例は典型的な層状性降雨で

ある．降雨減衰量は最大2.5dB程度であり，理論計算

では45dB程度までしか XPDqは劣化しないはずであ
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るが，実際は30dB程度まで劣化している．また降雨減

衰との相関も良くない．このイベントでも偏波角変動は

検出限界以下であり，楕円偏波成分発生量iと比較して小

さいζとから，交差偏波成分の位相が直交iζ近く，また

時々晴天時の位相lζ対して同相，逆相と急激に変化して

いる（第24図（B）に変化時刻を矢印で示す）ことがわか

る．このような現象はこれまでの衛星伝嫌実験でも報告

されており，降水粒子の配向方向が急激に変化するため

と考えられている｛四人

e.降雨減衰と XPDqの相関

降雨減衰と XPDqの相関については d.でも特定の

イベントについて述べたが， 1980年4月から1981年3

月までの1年閣の測定結果について，降雨減衰との相関

（瞬時対応）を調べた．

第26図iと，対流性及び層状性降雨時の降雨減衰と

XPDqの相関を示す．図中の実線はθ。＝3～7。， σ＝20°
とした計算値（第25図に示した楕円偏波率劣化と同じ）

である. XPDqはおおむね計算値程度あるいはそれよ

り劣化が大きな範囲に分布しており，計算値より劣化が

小さな例は少ない．降雨タイプに分類した場合，対流性

では降雨減衰が比較的大きく， XPDqはほぼ計算値に

近い劣化を示すのに対して層状性では降雨減衰が小さい

，園、
回
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60 
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60 
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第26図 ビーコン波の降雨減衰と XPDの相関
（実線は理論計算値，付記した角度は Ooである．
第25図参照）
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わりには大きく XPDqが劣化するという傾向が明らか

に認められる．乙の結果は対流性の場合は雨滴が，層状

性の場合は氷品等の雨滴以外の降水粒子の影響が大きい

という推定が妥当である乙とを示している．しかし対流

性の場合でも計算値に比べ，相当大きな XPDq劣化を

生じることがある．乙の原因としては，使用している降

雨タイプ分類法が，いずれかの降水粒子が支配的影響を

持つイベントを必ずしも完全に抽出，分類するとはかぎ

らないとと，あるいは計算に用いたパラメータや降雨の

モデル化が場合によっては不適当な可能性がある ζとな

どが考えられる．

このようなばらつきはあるが，降雨減衰と XPDqが

良い相関を示す場合はd.でも述べたように θ。＝4～70,
σ＝20～30° とすると計算値と実測値がほぼ一致する．

乙の σの値は CS,Kバンドビーコン波 XPDの測定

結果からの推定値（21）とも一致しており，妥当な結果と

思われる．また1979年10月の対流性降雨時（5イベン

ト）における BSビーコン波の降雨減衰対 XPDqの相

関でもほぼ同様の結果が得られておりuへ雨滴の影響

が支配的と考えられる場合は，降雨減衰と XPDqの相

関が良いことがわかった．

f. XPDq累積分布

1980年4月から1年閣の降雨による XPDqの累積分

布を第27図に示す．測定時間は約6946時間（データ取

得率約80%）である． 同じ測定期間の降雨減衰累積分

布から第25図に示す計算値（θ。＝50，σ＝20°）を用い
て推定したXPDqの累積分布を第27図に併わせて示す．

測定結果と推定結果の差は，対流性降雨の場合比較的

小さいが，層状性では非常に大きい全降雨はそれらの

中間的な特性を示し，等確率値で5～7dB程度の差とな

~ 
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第27図 ビーコン波 XPDの累積分布
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年間の時間率0.1,o. 0196で生じる XPDqはそれぞ
れ約40dB,33dBと， 地球局アンテナ系で発生する量

（約35dB）と同程度であった． また同じ周波数帯であ

るETS-Ilの11.5 GHzビーコン波 XPDの累積分

布（20）と比較した場合， BSビーコン波の方が等確率値

で10dB程度劣化が小さい．乙のような差が生じたのは

測定時期の違いもあるろうが，前にも述べたように垂直

偏波の場合，降雨の雨滴傾斜角はかなり小さいと考えら

れるのに対し，円偏波では常に直線偏波の最悪値（雨滴

傾斜角45°）に等しい XPD劣化を生じるためと考えら

れる．

第29図は， XPDq累積分布を正規篠率紙iζ拙いたも

のである．ただし，乙の図には，全期間のうち，降雨の
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e. : mean canting angle 
σ：s tandard deviation ofθ 
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45 
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~5 

（
回
℃
）
A

明
口
仏

X

ない9096の時聞を除いた残りの1096の時間（すなわ

ち，全降雨と無降雨の時閣の和が会期間の10%）の分

布（条件付分布）を示している．乙の図から， XPDq条

件付分布は，正規分布で近似できることがわかる．

第30図は， XPDq累積分布の月別特性をヒストグラ

ムで示したものである．縦軸は， XPDが， 40,35, 30, 

25dBを下回る時間率を表している． との図から，梅雨

期（6月），及び台風時期（9～11月）に XPDq劣化が

大きくなることがわかる．

第31図は， XPDq継続時間の累積分布を示す．乙の

ヨ0

3 4 6 
Attenuation (dB) 

ビーコン波の降雨減衰と XPDの各累積分布における

等確率値の関係

10 g 2 

第28図

図から1年間の測定期間中， XPDqが30dBを下回る

イベントの最大継続時聞は， 5分間， 35dBを下回るイ

ベントの最大継続時間は， 7分間であるととなどがわか

る．

通信回線の設計には年間時間率のほか，最悪月の時間

率も重要である. XPDqの且別累積分布の最悪値包絡

線から最悪月累積分布を求めた結果， 0.1,o. 01労値は
それぞれ約36,24 dBとなった(llJ. 年間時間率 Pv〔96〕

っている．

第28図には降雨減衰と XPDqの等確率値の関係を示

す 図中の破線は第25図iζ示す計算億，実線は測定値

を次式で最小自乗近似したものである．

XPDq=U-Vlog A 〔dB〕…・・・U1l

ことで， A(dB）は降雨減衰， u.vは定数である．
第28図には，求められた， u. vが各直線に付記さ
れている．本図から全降雨の場合の等確率値の関係は降

雨減衰の小さな範囲では層状性降雨の関係に近いが，降

雨減衰が増加するにつれて対流性降雨の関係Ii'.:近づくこ

とがわかる．同様な傾向はこれまで鹿島で行われてきた

他の衛星回線伝搬実験でも認められている側， 122).
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第31図 ビーコン波の XPD継続時rmの累積分布

と最悪月時間率PwM〔労〕の関係は降雨減衰の場合

PwM=aPyb …・.・(12) 
で近似できる｛聞ことが知られているが， BSビーコン波

XPDqの場合も凹式で近似でき， a=2. 71, b =0. 89 

という値が得られた（11).

g.まとめ

測定結果を交差偏波特性について要約すると以下のと

おりである．

Iii 降雨により発生する交差偏波成分を主偏波に対

して同相，直交位相成分iζ分けた場合，直交成分

である楕円偏波短軸成分が支配的で，同相成分は

ほとんどの場合検出限界以下であった（このため

降雨による楕円偏波率 （XPDq）がほぼ XPDi乙

等しいとみなしてデータ処理を行った）．

(ii) 降雨タイプを分類して降雨減衰と XPDqの関

係、を調べた結果，対流性降雨では変形雨滴モテール

による理論値に近い関係が得られたが，層状性降

雨では理論値に比べ， XPDq劣化が大きくなっ

た．降雨減衰と XPDqの各累積分布における等

確率値の関係は，降雨減衰の小さな範囲では層状

性の性質i乙近いが，降雨減衰が大きくなるに伴

い，対流性の性質に近づく．

。ii）降雨減衰と XPDqがよい相関を示す場合，そ
の関係は降雨によってあまり変化せず，平均雨滴

傾斜角4～70, その標準偏差別～30° とした理論

値とよく一致した． ζ乙で求められた雨滴傾斜角

は， BSビーコン波の鹿島における偏波角度から

妥当な結果である．また，標準偏差についても，

鹿島でのcsビーコン波を用いた測定から求めら
れた結果とほぼ同様となった．

3. 

53 

（納 XPDqの年間及ひ’最悪月累積分布における時

間率0.19ぢ値は，それぞれ約40，約36dBとな

った．更に， XPDq値を等しいとしたときの年

間累積時間率（P，） と最悪月累積時間率 （P,vM)

の関係は以下の式で近似できるととがわかった．

PiVM=2. 71 P,-0・89 (%) 

地方局における 12GHz帯降雨減衰

特性測定結果

3. I 地方局伝搬実験システム

電波研究所の稚内，秋田，山川，沖縄の各電離層観測

所には， 12GHz帯降雨減衰の地域依存性を調査するた

めに， BSテレビ信号（主として Blチャネル， 12.1

GHz）を受信するシステムが整備された．稚内局には特

に，放送衛星用受信専門局B及び簡易受信装置t剖が設置

された．その他の実験局には簡易受信装置が設置され

た．乙れらの受信設備により各局で受信された BSテ

レビ信号の受信レベルは，それぞれディジタルカセット

データレコーダに入力され，カセットテープに記録され

る．更に，カセットテープには，それぞれの実験局iζ

設置されている即応型雨量計により測定された地上降雨

強度等のデータも記録されている．取得されるデータの

時間間隔は1分間である．このようにして，各局で測定

された伝搬データはディジタルカセットテープに記録さ

れ，約10日ごとに鹿島局へ送付される．鹿島局では，

このカセットテープを用いて，各実験局の降雨強度及び

BSテレビ信号の降雨減衰の累積分布を求めるなど，統

計処理を行った．

第2表には，各実験局の位置（緯度，経度）， BS方向

（方位角，仰角），受信システムが示されている．

3.2 降雨減衰特性測定結果

a.降雨強度，降雨減衰累積分布

第2表lζ，各実験局の測定期間と，データ収集率（測

定を行った時間と期間全体の時間との比）を示す．乙の

表から，地方局の BSテレビ信号受信強度に関するデー

タ収集率は40～60%である乙とがわかる． データ欠測

の主な理由は， BSからのテレビ信号が夜間， 日曜には

送信されていなかったためである．

稚内，山川両局は， BS電波受信設備が早くから用意

されたため， BSテレビ信号の受信強度が一年以上にわ

たって測定されたが，秋田，沖縄両局は， BSトランス

ポンダの不具合により，残念ながら， BSテレビ信号の

受信強度測定が約半年間しか実施されなかった．

各局での降雨強度及びBSテレビ信号の降雨減衰測定

結果は，累積分布として第2表に示されている．すなわ

ち，表にはそれぞれ累積時間率1%, 0.1%1乙対応する
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地方局における降雨強度及びBSテレビ電波の降雨減衰測定結果

伝 搬 実 験 結 果
BS方向

実験局 局の位置 受信システム一mm/h)I降雨糠（dB)I 実験期間
方位角｜仰角 1% I o.脳 1% 1 o.回

稚 内
45°24’N 1.71’79年7月～’附月 137141。41’E

秋 問 1~明 i 22ペ…捌言機｜ 2. 51即日0年6月｜？縦書j

山 Jll 1~~：；沌 1215。 I 4巾相関｜ 3. 41’附ト叩

第2表

I I 539百（減衰）
日｜’80年1月四’80年6月｜旬新降雨）

2. 2 ＼’n年1J.l-'81年12月｜協
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山川局の BSテレビ電波降雨減衰累積分布及び降雨
強度累積分布

PERCENTAGE OF TIME ORDINATE 

IS EXCEEDED 

稚内局の BSテレビ電波降雨減衰累積分布及び降雨
強度累積分布

第35図は第34凶の累積分布において降雨減衰値を同

ーとしたときの年間累積時間率と最悪月累積時間率との

関係を稚内，山川各局について示したものである．図の

点線は，日本各地の降雨強度データを基にした森田の実

験式UOJ （凶式参照）である． との図から，降雨減衰の

累積分布は，稚内，山川局で大きく異なるが，年間時間

率と最悪用時間率の関係は，両局でほぼ同様となること

がわかる．また，測定結果は，森田の実験式とほぼ同様

るであζとがわかる．

3.3 まとめ

電波研究所地方電波観測所での， BS電波受信実験か

ら， 12GHz帯降雨減衰特性の地域依存性が求められ

た．これらの測定結果は， NHK各局での測定結果山と

ともに， 日本全国における 12GHz帯降雨減衰特性を検

第33図

降雨強度，降雨減衰が示されている．乙の結果から，と

れらの実験局では12GHz帯降雨減衰は，累積時間率1

%で0.6～2dB,0.1%で2～5dBとなり，南の地域ほ

ど降雨減衰が大きいととがわかる．乙のうち稚内，山川

両局の1年聞の測定結果から求めた降雨強度，降雨減衰

の累積分布を，それぞれ第32図，第33図に示す．

b.最悪用累積分布の地域依存性

第34図iとは，それぞれ稚内局， 山川局における 12

GHz帯降雨減衰累積分布の，年間分布と最悪月分布を

示す．本図から，稚内は，累積時間率0.1%の場合，年

間分布では1.7dBの降雨減衰であるのに対し，最悪月

分布では， 2.5dBIC::増え，同様に山川は，年間分布で

は3.4dBの降雨減衰が最悪月分布では6dBIと増えると

とがわかる。

第32図
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第35図稚内，山川局lζおける BSテレビ電波降雨減衰累積分
布の年間時／IJ:I率と最悪月時間率の関係
（破線は森田の実験式'101)

討するうえで貴重な資料となると思われる．また，降雨

減衰累積分布の年間時間率と最悪月時間率の関係が稚

内，山川局での測定結果について求められ，これらの関

係はそれぞれの局でほぼ同様であるととがわかった．

4. むすび

BSを用いた準ミリ波電波伝搬実験は， BS打上げ以

来約3年半にわたって実施された．特に， BSトランス

ポンダの不具合により，衛星放送実験が中止のやむなき

・．
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iζ至った後（1980年6月以降）も，電波伝扱実験は，

鹿島局において， BSビーコン波を用いて， BSの姿勢

制御用燃料が切れるまで続けられた． ζの伝搬実験を通

じて， 12,14 GHz帯電波の電波伝搬特性に関する貴重

なデータが取得された．特IC，衛星放送下りリンクに使

用される 12GHz帯電波の降雨減雨減衰特性を日本全国

各地において，同一期聞に測定できた乙とは，我が国の

衛星放送回線の設計に非常に有益である．その成果の一

部は，現在の実用放送衛星システム（BS-2）へ反映され

ている．

乙乙では，電波研究所が中心に進めてきた BS電波

伝搬実験について報告した．その内容は，鹿島局及び稚

内，秋田，山川，沖縄局で測定された12GHz帯降雨減

衰特性，鹿島局で測定された12GHz帯交差偏波識別度

特性， 14GHz帯降雨減衰特性などである．特に鹿島局

での測定結果の検討にあたっては，周期聞に鹿島局にて

測定された，地上降雨強度， 12GHz帯システム雑音温

度（天空雑音温度）， csビーコン波（19.5GHz）の降雨
減衰との比較検討が行われ， 12GHz帯降雨減衰累積分

布の推定手法について検討するζとができた．更に，

12GHz帯電波の交差偏波識別度特性の検討にあたって

は，鹿島局に整備されている 5.3GHz降雨レーダデー

タを用いるととにより，降雨構造と交差偏波特性との関

係を詳細に調べることができた．更に，鹿島局及び地

方局のデータを用いて，衛星放送回線の設計に不可欠な

12GHz帯電波の最悪月降雨減衰累積分布についても，

その推定手法，地域依存性iζ関する貴重な成果が得られ

た．

本伝搬実験で得られた諸データは，今後の衛星放送回

線設計iζ役立つばかりでなく，乙れまでに実施されてき

た， ETS-Il,CS電波伝搬実験結果と併せて，広く，

準ミリ波， ミリ波帯電波の高仰角伝搬特性の解明i乙有効

に利用されるととと思う．
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